[bookmark: _GoBack]様式第１号（第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　広島県知事様


郵便番号
住　所
企業名
代表者（職氏名）
担当者（職氏名）
電話番号
メールアドレス

令和　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金交付申請書

　広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金交付要綱第６条の規定により、次のとおり補助金の交付を申請します。

　１　事業対象区分（いずれかにチェック）
　　　□産学連携型　　　　　　　　　　□企業連携型　　　　　　　　　　□企業単独型
　
　２　補助事業の目的及び内容
　　　別紙１「補助事業計画書」及び別紙２「事業収支計画書」のとおり

　３　補助事業に要する経費、補助金交付申請額
	
	区分
	金額

	（１）
	補助事業に要する経費　
	円

	（２）
	補助対象経費
	円

	（３）
	補助金交付申請額
	円



　４　添付書類
（１）　補助事業計画書（別紙１）及び事業収支計画書（別紙２）
（２）　決算報告書（直近２期分）（代表事業者）
（３）　代表事業者又は開発グループ内の事業者が広島県内に事業所を有することを示す書類 
（４）　直接人件費に関する書類
（５）　パートナーシップ構築宣言に係る宣言書の写し
（代表事業者がパートナーシップ構築宣言ポータルサイトに掲載されている場合のみ。）

（注１）　補助対象経費＝補助事業に要する経費－消費税等の仕入控除税額
（注２）　補助金交付申請額は、千円未満の端数金額を切り捨てること
様式第１号　別紙１

補　助　事　業　計　画　書
１　申請者の概要 （補助金の交付先となる代表事業者を記入）
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	
	創業・設立
	　　　年　　月創業・設立　

	名  称
	
	
	

	本　社
所在地
	〒
	資　本　金
	千円　

	
	
	従業員数
	　人　

	業  種
	

	担当者
	役職：　　　　　　　　　　氏名：　　　　　　　　　　電話番号：
メールアドレス：

	売上構成
	主な製品・サービス
	年間売上高
	うち海外売上高

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



２　補助金・助成金の受給歴等
（１）　当該補助金の受給歴
	年度
	申請テーマ
	助成金額
（円）
	本事業
との関連
	本事業との相違点
（関連無の場合）

	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	有・無
	



（２）　国や県等の他の補助金・助成金の受給歴（過去５年間）
	年度
	申請先
	申請テーマ
	助成金額（円）
	本事業との関連

	
	
	
	
	有・無

	
	
	
	
	有・無

	
	
	
	
	有・無



（３）　国や県等の他の補助金・助成金への申請状況（今年度）
	申請先
	申請テーマ
	助成金額
（円）
	採否決定
予定時期
	採否後の選択※

	
	
	
	
	


※　本申請と同一又は類似の開発テーマについては、両方採択された場合、環境・エネルギー産業集積促進補助金を活用：「×」、他補助金を活用：「○」を記載してください。





３　開発事業の概要
１　概略
	（１）　テーマ名

	


	（２）　該当分野（様式第10号（第４条関係）から選択）

	Ａ　環境汚染防止　Ｂ　地球温暖化対策　Ｃ　廃棄物処理・資源有効利用　Ｄ　自然環境保全　
分野番号：　　　　　（小分類：　　　　　　　　　　）

	（３）　事業コンセプト

	

	（４）　ビジネスモデルの概略

	
	①誰に
	②何を
	③どのように

	
	
	

	④独自性

	




	（５）　ビジネスモデルを実現する能力

	


（注） 「３開発事業の概要　１概略」は、１ページ以内とすること

２　事業化計画
	（１）　ターゲット

	

	（２）　市場規模

	

	（３）　競合状況

	

	（４）　売上の目論見

	＜数値目標＞
	
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	売上額
	
	
	
	
	



＜算出根拠＞





＜販売戦略＞








（注） 「３開発事業の概要　２事業化計画」は図や表を用いて記入しても構わない

	（５）　事業化にあたっての課題及び解決策（市場へのアプローチや販路開拓等についても記入）

	

	（６）　事業のロードマップ

	

	（７）　広島県経済への効果について

	


３　開発計画
	（１）　最終製品・サービスの特徴

	

	（２）　開発の全体工程と本補助事業を活用する工程

	

	（３）　これまでの開発状況と課題

	




















	（４）　本補助事業を活用して行う開発内容（課題解決のための具体的内容及び手法）

	

	（５）　開発スケジュール

	No
	開発項目
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





	（６）　役割分担等

	代表事業者の役割

	連携先（大学や研究機関、他企業等）の役割　（企業単独型の場合は記入省略）

	連携により生まれる効果　（企業単独型の場合は記入省略）

	（７）　開発グループの体制

	区分
	所属名
	職名
	氏名
	役割・担当

	代表事業者
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業者
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	大学等
研究機関
	
	
	
	

	
	
	
	
	



４　その他
パートナーシップ構築宣言（加点項目）
代表事業者が「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイト（https://www.biz-partnership.jp/）において、本補助金申請時点で宣言し掲載されているか。　（はい・いいえ）
様式第１号　別紙２
事　　業　　収　　支　　計　　画　　書

（1） 補助事業収支明細書
（単位：円）
	経費区分
	補助事業に要する経費（上段）
	補助金交付
申請額

	
	補助対象経費（下段）
	

	
	
	
	
	合計
	

	試作・試験費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	機械装置・
工具器具費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	研究連携費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	技術指導費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	調査等委託費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	直接人件費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	諸経費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	(資金調達内訳)

	区　分
	
	
	
	合計

	自己資金
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	

	補助金
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合　　計
（補助事業に要する経費）
	
	
	
	





資金支出内訳
名称　　　　　　
	経費
区分
	種　別
	仕　様
	単位
	数量
	単
価
(円)
	補助事業に要する経費
（円）
	補助対象
経費
（円）
	補助金交付
申請額
（円）
	備　考

	試作・試験費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	機械装置・
工具器具費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	研究連携費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	技術指導費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	調査等委託費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	直接人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	諸経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	


（注１）　補助事業に係る事業者ごとに作成すること
（注２）　補助金交付申請額は経費区分ごとの小計額に補助率を乗じ、千円未満切捨てすること
様式第２号（第８条関係）

令和　　年　　月　　日

　広島県知事　様
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
郵便番号
住　所
企業名
代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　
担当者（職氏名）
電話番号
メールアドレス


令和　　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金に係る
補助事業変更（中止又は廃止）承認申請書

　令和　　年　　月　　日付け指令　　第　　号で交付決定を受けた補助事業について、次のとおり変更（中止又は廃止）したいので、広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記
　１　変更（中止、廃止）の内容

　２　変更（中止、廃止）の理由

　３　変更（中止、廃止）の時期

　４　変更後の補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額（新旧対比）　
	
	旧
	新
	差額

	補助事業に要する経費
	
	
	

	補助対象経費
	
	
	

	補助金
	
	
	



　５　同上の算出基礎


　注）　中止又は廃止の場合は、中止又は廃止の年月日、その時点における事業内容及び収支実績
　　　を記載すること

様式第３号（第９条関係）

令和　　年　　月　　日


　広島県知事　様

郵便番号
住　所
企業名
代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　
担当者（職氏名）
電話番号
メールアドレス


令和　　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金に係る
補助事業実績報告書

　令和　　年　　月　　日付け指令　　第　　号で交付決定を受けた補助事業が完了したので、広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

　１　補助金交付決定額及び精算額
　　　補助金交付決定額　　　　　　金　　　　　　　円
　　　補助金の精算額　　　　　　　金　　　　　　　円
　
　２　補助事業の完了年月日

３　補助事業の実績
別紙「事業実績報告書」のとおり

　（添付書類）
□　事業実績報告書（様式第３号別紙）
□　支出証拠書類（発注書、契約書、納品書、請求書、領収書等の写し）
□　その他知事が必要と認める書類


様式第３号　別紙
事　業　実　績　報　告　書（令和　　年度）

１　補助事業の実績
	（１）　テーマ名

	

	（２）　補助事業の実施期間

	開始：令和　年　月　日      　　　　／終了：令和　年　月　日　

	（３）　補助事業の実施状況

	


















	（４）　今後の開発、事業化に向けた課題と計画

	







	（５）　事業化目標年度と５年後の売上目標

	
	
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度

	目標売上額
	
	
	
	
	

	事業化目標年度
	
	
	
	
	


　　　　　



収支決算書
（1） 収入
（単位：円）
	区分
	金額
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	広島県

	合計
	
	



（2） 支出
（単位：円）
	経費区分
	補助事業に要した経費（上段）
	補助金額

	
	補助対象経費（下段）
	

	
	
	
	
	合計
	

	試作・試験費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	機械装置・
工具器具費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	研究連携費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	技術指導費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	調査等委託費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	直接人件費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	諸経費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）　補助金所に要した経費　―　消費税等仕入控除税額　＝　補助対象経費
　  


３　資金支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　
	経費
区分
	種　別
	仕　様
	単位
	数量
	単
価
(円)
	補助事業に要した経費
（円）
	補助対象
経費
（円）
	補助金額
（円）
	備　考

	試作・試験費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	機械装置・
工具器具費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	研究連携費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	技術指導費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	直接人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	諸経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	


（注1） 事業者ごとに作成し、補助対象経費としたものは、契約書、領収書等の支出証拠書類の写
　　　　しを添付すること（備考欄に添付番号を記入すること）
（注2） 補助金交付申請額は経費区分ごとの小計額に補助率を乗じ、千円未満切捨てすること



様式第４号（第10条関係）

令和　　年　　月　　日


　広島県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
郵便番号
住　所
企業名
代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　
担当者（職氏名）
電話番号
メールアドレス


令和　　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金精算払請求書

　令和　　年　　月　　日付け指令　　第　　号で補助金の額の確定通知を受けたので、広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金交付要綱第10条の規定に基づき、下記のとおり精算払を請求します。

記

１　請求金額　金　　　　　　　　　　円也

２　振込先
	金融機関名
	

	支店名
	

	預金の種別
	

	口座番号
	

	口座名義
	　　　　　　　　　　　　　　　（カナ：　　　　　　　　　　　）




様式第５号（第12条関係）

取　得　財　産　等　管　理　台　帳　（令和　　年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）
	財産名
	規
格
	数量
	取得価額
単　価
	取得価額
	取得年月日
	耐用
年数
	保管
場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注１）　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が１個又は１組50万円以上の財産とする。
（注２）　取得財産等には識別できる表示をするとともに、写真を添付すること
（注３）　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること
（注４）　取得年月日は、検収年月日を記載すること

様式第６号（第13条関係）

令和　　年　　月　　日


　広島県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
郵便番号
住　所
企業名
代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　
担当者（職氏名）
電話番号
メールアドレス


令和　　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金に係る
財産処分承認申請書

　令和　　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金に係る取得財産等を処分したいので、広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金交付要綱第13条第３項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

　１　取得財産名及び取得年月日

　２　取得価格及び時価

　３　処分の理由

　４　処分の方法及び時期

　５　処分により得る収入の見込み額

様式第７号（第13条関係）

令和　　年　　月　　日


　広島県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
郵便番号
住　所
企業名
代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　
担当者（職氏名）
電話番号
メールアドレス


令和　　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金に係る補助事業等の成果を活用して実施する事業に使用するための財産処分承認申請書


　令和　　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金に係る取得財産等を処分したいので、広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金交付要綱第13条第４項ただし書きの規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

　１　取得財産名、取得年月日、取得価格及び時価
　　別紙「取得財産等処分承認申請内容説明書」のとおり

　２　処分の理由
　　補助事業等の成果を活用して実施する事業に転用するため

　３　処分の方法
　　転用

　４　処分の時期
　　


様式第７号（第13条関係）　別紙

取得財産等処分承認申請内容説明書

１　処分する取得財産等について

	財産名
	規格
	数量
	取得価額
（円、税抜）
	取得年月日
	保管場所
（転用前）
	補助金額
（円）

	
	
	
	
	
	
	



２　取得財産等の用途について
取得財産等を活用して行う事業及び転用の詳細と補助事業の成果との関連は以下のとおり。
	事業名
	



	事業の内容
	








	転用用途
	1 取得財産等のこれまでの使用目的と使用用途





2 取得財産等の転用後の使用目的と使用用途





3 補助事業の成果との関連性









様式第８号（第14条関係）
令和　　年　　月　　日

　広島県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
郵便番号
住　所
企業名
代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　
担当者（職氏名）
電話番号
メールアドレス


令和　　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金に係る事業化状況報告書


　令和　　年　　月　　日付け指令　　第　　号で交付決定を受けた補助事業について、広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金交付要綱第14条の規定に基づき、令和　　年度の事業化状況を下記のとおり報告します。

１　補助事業の開発・事業化状況
	









２　補助事業の売上状況
	　　（直近期売上額）　：　　　



３　取得財産等の保管状況及び転用に係る取得財産等の利用状況
	





４　その他重要な事項
	




様式第９号（第15条関係）

令和　　年　　月　　日


　広島県知事　様
郵便番号
住　所
企業名
代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　
担当者（職氏名）
電話番号
メールアドレス


令和　　年度広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金に係る
産業財産権等の取得等届出書

　令和　　年　　月　　日付け指令　　第　　号で交付決定を受けた補助事業の産業財産権等（特許権、実用新案権、意匠権、商標権又は著作権等）の出願（取得、譲渡、実施権の設定）について、広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金交付要綱第15条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

　１　補助事業の内容

　２　産業財産権の種類及び出願・登録番号等

　３　内容（出願、取得、譲渡、実施権の設定）及び出願等年月日

　４　相手方及び条件（譲渡及び実施権設定の場合）








様式第10号（第４条関係）　

環境・エネルギー分野一覧表

	分野
	中分類
	小分類
	分野番号

	A 環境汚染防止
	a 大気汚染防止
	11 大気汚染防止用装置・施設
	A-a-11

	
	a 下水、排水処理
	21 下水、排水処理用装置・施設
	A-a-21

	
	
	22 下水、排水処理サービス
	A-a-22

	
	a 土壌、水質浄化
	31 土壌、水質浄化用装置・施設
	A-a-31

	
	
	32 土壌、水質浄化サービス
	A-a-32

	
	a 騒音、振動防止
	41 騒音、振動防止用装置・施設
	A-a-41

	
	a 環境経営支援
	51 環境測定、分析、監視用装置
	A-a-51

	
	
	52 環境測定、分析、監視サービス
	A-a-52

	
	
	53 環境コンサルティング
	A-a-53

	
	a 化学物質汚染防止
	61 汚染物質不使用製品
	A-a-61

	B 地球温暖化対策
	b クリーンエネルギー利用
	11 再生可能エネルギー発電システム
	B-b-11

	
	
	12 再生可能エネルギー売電
	B-b-12

	
	
	13 再生可能エネルギー設備管理
	B-b-13

	
	
	14 エネルギー貯蔵設備
	B-b-14

	
	b 省エネルギー化
	21 省エネルギー建築
	B-b-21

	
	
	22 省エネルギー電化製品
	B-b-22

	
	
	23 省エネルギー型ユーティリティ
機器
	B-b-23

	
	
	24 省エネルギー型ユーティリティ
サービス
	B-b-24

	
	
	25 省エネルギー輸送機関・輸送
サービス
	B-b-25

	
	b 自動車の低燃費化
	31 エコカー
	B-b-31

	
	
	32 エコドライブ支援機器
	B-b-32

	
	b 排出権取引
	41 排出権取引
	B-b-41

	C 廃棄物処理・資源有効利用
	c 廃棄物処理、リサイクル
	11 廃棄物処理・リサイクル設備
	C-c-11

	
	
	12 廃棄物処理・リサイクルサービス
	C-c-12

	
	c 資源、機器の有効利用
	21 リサイクル素材
	C-c-21

	
	
	22 資源有効利用製品
	C-c-22

	
	
	23 リフォーム、リペア
	C-c-23

	
	
	24 リース、レンタル
	C-c-24

	
	c 長寿命化
	31 長寿命建築
	C-c-31





	D 自然環境保全
	d 緑化・水辺再生
	11 緑化、水辺再生工事
	D-d-11

	
	d 水資源利用
	21 節水型設備
	D-d-21

	
	
	22 雨水利用設備
	D-d-22

	
	
	23 上水道
	D-d-23

	
	d 持続可能な農林水産業
	31 持続可能な農林水産業
	D-d-31

	
	d 環境保護意識向上
	41 エコツーリズム
	D-d-41

	
	
	42 環境教育
	D-d-42


出典：「令和４年度　環境産業の市場規模・雇用規模等に関する報告書」（環境省）
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